














Ⅰ．資産運用報告

区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（％）
（注1）

返済期限 返済方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

三菱UFJ信託銀行株式会社 平成26年 9 月30日 1,200 1,200 1.08976 平成34年 9 月30日

期限一括 （注2）

無担保・
無保証
固定金利

株式会社池田泉州銀行 平成26年 9 月30日 1,200 1,200 1.08976 平成34年 9 月30日
三井住友信託銀行株式会社 平成26年 9 月30日 500 500 1.08976 平成34年 9 月30日
株式会社三井住友銀行 平成26年12月24日 1,500 1,500 0.98328 平成34年12月26日
みずほ信託銀行株式会社 平成26年12月24日 1,000 1,000 0.98328 平成34年12月26日
株式会社日本政策投資銀行 平成26年12月24日 500 500 0.98328 平成34年12月26日
株式会社三菱東京UFJ銀行 平成26年12月24日 500 500 0.98328 平成34年12月26日
株式会社みずほ銀行 平成26年12月24日 500 500 0.98328 平成34年12月26日
三菱UFJ信託銀行株式会社 平成26年12月24日 500 500 0.98328 平成34年12月26日
三井住友信託銀行株式会社 平成26年12月24日 300 300 0.98328 平成34年12月26日
株式会社池田泉州銀行 平成26年12月24日 200 200 0.98328 平成34年12月26日
株式会社三菱東京UFJ銀行 平成27年 1 月23日 2,000 2,000 0.79316 平成34年 1 月31日
三菱UFJ信託銀行株式会社 平成27年 2 月27日 3,000 3,000 1.06833 平成36年 2 月29日
株式会社みずほ銀行 平成27年 2 月27日 1,400 1,400 1.06833 平成36年 2 月29日
株式会社池田泉州銀行 平成27年 2 月27日 800 800 1.06833 平成36年 2 月29日
株式会社日本政策投資銀行 平成27年 5 月15日 4,000 4,000 1.24659 平成37年 5 月30日
三井住友信託銀行株式会社 平成27年 9 月30日 1,200 1,200 0.44909 平成36年 9 月30日 無担保・

無保証
変動金利三菱UFJ信託銀行株式会社 平成28年 1 月21日 － 1,000 0.41273 平成37年 1 月31日

小　計 54,900 55,900 － － － － －
合　計 55,900 55,900 － － － － －

（注1）平均利率は、期末残高による加重平均を記載しております。
（注2）資金使途は、不動産信託受益権又は不動産の購入及びそれに関連する費用並びに借入金の借換資金です。

（3）投資法人債の状況
　平成28年5月31日現在における発行済投資法人債の状況は以下のとおりです。

銘　柄 発行年月日
当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

利率
（％） 償還期限 償還方法 使途 摘要

第1回無担保投資法人債 平成23年11月11日 6,000 6,000 1.27000 平成28年11月11日 期限一括 （注1） 無担保・
無保証

合　計 6,000 6,000 － － － － －
（注1）資金使途は、短期借入金の借換資金です。
（注2）特定投資法人債間限定同順位特約が付されております。

（4）短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

（5）新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。

6 期中の売買状況
（1）不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

資産の種類 不動産等の名称

取　得 譲　渡

取得年月日 取得価額
（百万円） 譲渡年月日

譲渡価額
（百万円）

（注1）
帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

（注2）

不動産
信託受益権 難波阪神ビル － － 平成28年 4 月 8 日 3,230 3,835 △633

不動産
信託受益権

リッチモンドホテル
浜松 － － 平成28年 4 月 8 日 2,200 1,452 731

合　計 － － － 5,430 5,287 98
（注1）  譲渡価額は、当該不動産等の譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料及び公租公課等）を含まない金額（受益権譲渡契約書又は不動産売

買契約書等に記載された不動産等の譲渡金額）を記載しております。
（注2）売却損益は、譲渡価額から帳簿価額及び売却にかかる費用を控除した金額を記載しております。

（2）その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。

（3）特定資産の価格等の調査
不動産等

取得
又は
譲渡

物件名 取引年月日 内　容

取得価額
又は

譲渡価額
（百万円）

（注2）

不動産
鑑定

評価額
（百万円）

価格時点 不動産鑑定
機関

譲渡 難波阪神ビル 平成28年
４月８日

信託土地 3,230 2,600 平成28年
２月20日

大和不動産鑑定
株式会社信託建物（附属設備を含む）

譲渡 リッチモンドホテル
浜松

平成28年
４月８日

信託土地 2,200 2,160 平成28年
２月20日

株式会社
立地評価研究所信託建物（附属設備を含む）

（注1）  投信法第201条第1項に基づき特定資産に係る不動産等の鑑定評価が必要な取引については、大和不動産鑑定株式会社及び株式会社立
地評価研究所が不動産鑑定評価基準各論第3章「証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価」に基づき実施しており、本投資法人は当
該鑑定評価の結果の通知を受けております。

（注2）  譲渡価額は、当該不動産等の譲渡に要した諸費用（売買媒介手数料及び公租公課等）を含まない金額（受益権譲渡契約書又は不動産売
買契約書等に記載された不動産等の譲渡金額）を記載しております。
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Ⅰ．資産運用報告

7 経理の状況
（1）資産、負債、元本（純資産）及び損益の状況等

　「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分配に係る計算
書」をご参照下さい。

（2）減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

（3）不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

（1）お知らせ
　当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等のうち主な概要は以下のとおりです。

承認日 承認事項 概　要

平成27年12月22日
投資口事務代行委託契約及び
特別口座の管理に関する契約
書の変更覚書締結

行政手続における特定の個人を識別するための番号の
利用等に関する法律の施行に伴い、投資主等の個人番号
等の収集、登録、廃棄、削除等に関する事務を三菱UFJ
信託銀行株式会社に委託しました。

（2）自社設定投資信託受益証券等に係る開示
　該当事項はありません。

（3）海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません。

（4）海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

（5）その他
　本書では特に記載のない限り、記載未満の端数について、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載しております。

8 その他

（4）利害関係人等との取引状況
①取引状況
　該当事項はありません。

②支払手数料等の金額

区　分
支払手数料等

総額A
（千円）

利害関係人等との取引の内訳 総額に
対する割合

B／A
（％）

支払先 支払額B
（千円）

委託管理料 345,311
阪急阪神ビルマネジメント株式会社 292,730 84.8
阪急不動産株式会社 1,025 0.3

支払賃借料 65,224

阪神電気鉄道株式会社 17,250 26.4
阪急電鉄株式会社 13,939 21.4
エイチ・ツー・オー　リテイリング株式会社 6,720 10.3
阪急阪神ビルマネジメント株式会社 3,063 4.7
阪急不動産株式会社 556 0.9

広告宣伝費 42,202
阪急阪神ビルマネジメント株式会社 38,537 91.3
株式会社阪急アドエージェンシー 175 0.4

その他賃貸事業費用 27,829 阪急阪神ビルマネジメント株式会社 7,589 27.3
（注1）上記の支払手数料等以外に、当期に利害関係人等へ発注した修繕工事等の支払額は以下のとおりです。

　　株式会社ハンシン建設 6,904千円
　　中央電設株式会社 2,345千円
　　阪急阪神ビルマネジメント株式会社 167千円
また、以下の利害関係人等に支払った金額（未払額を含みます。）が資産に計上されております。
　　中央電設株式会社 20,463千円
　　アイテック阪急阪神株式会社 13,020千円
　　株式会社ハンシン建設 12,950千円
　　阪急設計コンサルタント株式会社 10,249千円
　　阪急阪神ビルマネジメント株式会社 7,439千円
　　阪急阪神クリーンサービス株式会社 129千円

（注2）  利害関係人等とは、投信法第201条第1項に規定される、本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社（阪急リート投信
株式会社）の利害関係人等です。

（5）資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　資産運用会社（阪急リート投信株式会社）は、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、宅地建物取引業及び不動
産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当事項はありません。

31 30



Ⅱ．貸借対照表

（単位：千円） （単位：千円）
貸借対照表

前期（ご参考）
（平成27年11月30日）

当期
（平成28年5月31日）

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 4,013,423 10,465,882
　　信託現金及び信託預金 8,103,792 7,481,618
　　営業未収入金 3,204 4,249
　　貯蔵品 2,075 2,867
　　預け金 115,974 94,415
　　前払費用 162,668 226,157
　　繰延税金資産 20 19
　　流動資産合計 12,401,159 18,275,210
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物  ※1 3,351,521  ※1 3,351,521
　　　　減価償却累計額 △1,365,923 △1,431,900
　　　　建物（純額） 1,985,597 1,919,620
　　　構築物 517,045 517,235
　　　　減価償却累計額 △301,353 △314,038
　　　　構築物（純額） 215,691 203,196
　　　工具、器具及び備品 18,017 18,017
　　　　減価償却累計額 △17,554 △17,625
　　　　工具、器具及び備品（純額） 463 392
　　　土地 9,485,600 9,485,600
　　　信託建物　  ※2 41,143,614  ※2 37,236,086
　　　　減価償却累計額 △11,626,563 △10,904,383
　　　　信託建物（純額） 29,517,051 26,331,703
　　　信託構築物 867,448 861,307
　　　　減価償却累計額 △294,055 △310,139
　　　　信託構築物（純額） 573,392 551,168
　　　信託機械及び装置　 454,555 423,511
　　　　減価償却累計額 △283,081 △263,426
　　　　信託機械及び装置（純額） 171,474 160,084
　　　信託工具、器具及び備品　 161,987 157,670
　　　　減価償却累計額 △99,139 △98,565
　　　　信託工具、器具及び備品（純額） 62,848 59,105
　　　信託土地　  ※1 88,115,620  ※1 85,466,362
　　　信託建設仮勘定 9,770 18,554
　　　有形固定資産合計 130,137,510 124,195,787
　　無形固定資産
　　　借地権　 957,157 957,157
　　　信託その他無形固定資産 74,072 71,475
　　　無形固定資産合計 1,031,230 1,028,633
　　投資その他の資産
　　　長期前払費用 506,568 452,516
　　　差入保証金 10,000 10,000
　　　投資その他の資産合計 516,568 462,516
　　固定資産合計 131,685,309 125,686,938
　繰延資産
　　投資法人債発行費 5,910 2,686
　　繰延資産合計 5,910 2,686
　資産合計 144,092,379 143,964,835

前期（ご参考）
（平成27年11月30日）

当期
（平成28年5月31日）

負債の部

流動負債

営業未払金 484,533 439,763

1年内償還予定の投資法人債 6,000,000 6,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,000,000 －

未払配当金 10,800 10,965

未払費用 174,112 171,142

未払法人税等 1,228 1,253

未払消費税等 77,212 348,332

前受金 708,263 646,661

預り金  ※1 260,581  ※1 228,564

流動負債合計 8,716,732 7,846,681

固定負債

長期借入金 54,900,000 55,900,000

預り敷金及び保証金  ※1 1,279,585  ※1 1,251,582

信託預り敷金及び保証金  ※1 5,971,207  ※1 5,649,242

固定負債合計 62,150,792 62,800,825

負債合計 70,867,525 70,647,506

純資産の部

投資主資本

出資総額 71,659,094 71,659,094

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,565,759 1,658,233

剰余金合計 1,565,759 1,658,233

投資主資本合計 73,224,854 73,317,328

純資産合計  ※4 73,224,854  ※4 73,317,328

負債純資産合計 144,092,379 143,964,835
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Ⅲ．損益計算書 Ⅳ．投資主資本等変動計算書

損益計算書 投資主資本等変動計算書

前期（ご参考）
（自 平成27年 6 月 1 日

至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日

至 平成28年 5 月31日）

営業収益
　　賃貸事業収入  ※1 4,875,732  ※1 4,795,562
　　不動産等売却益 －  ※2 731,966
　　営業収益合計 4,875,732 5,527,529
営業費用
　　賃貸事業費用  ※1 2,471,284  ※1 2,387,514
　　不動産等売却損 －  ※3 633,153
　　資産運用報酬 334,713 339,495
　　役員報酬 3,600 3,600
　　資産保管手数料 18,422 18,417
　　一般事務委託手数料 36,074 36,375
　　会計監査人報酬 9,100 10,900
　　その他営業費用 40,645 44,838
　　営業費用合計 2,913,839 3,474,294
営業利益 1,961,892 2,053,234
営業外収益
　　受取利息 934 1,069
　　未払分配金戻入 987 944
　　営業外収益合計 1,921 2,014
営業外費用
　　支払利息 293,541 288,731
　　融資関連費用 54,471 54,123
　　投資法人債利息 37,936 38,263
　　投資法人債発行費償却 3,223 3,223
　　その他 7,872 11,563
　　営業外費用合計 397,045 395,906
経常利益 1,566,768 1,659,342
税引前当期純利益 1,566,768 1,659,342
法人税、住民税及び事業税 1,417 1,417
法人税等調整額 12 0
法人税等合計 1,430 1,417
当期純利益 1,565,338 1,657,924
前期繰越利益 420 309
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,565,759 1,658,233

前期（ご参考）（自 平成27年6月1日　至 平成27年11月30日） （単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本合計当期未処分利益

又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 71,659,094 1,534,203 1,534,203 73,193,297 73,193,297
当期変動額

剰余金の配当 △1,533,782 △1,533,782 △1,533,782 △1,533,782
当期純利益 1,565,338 1,565,338 1,565,338 1,565,338

当期変動額合計 － 31,556 31,556 31,556 31,556
当期末残高 71,659,094 1,565,759 1,565,759 73,224,854 73,224,854

当期（自 平成27年12月1日　至 平成28年5月31日） （単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金
投資主資本合計当期未処分利益

又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 71,659,094 1,565,759 1,565,759 73,224,854 73,224,854
当期変動額

剰余金の配当 △1,565,450 △1,565,450 △1,565,450 △1,565,450
当期純利益 1,657,924 1,657,924 1,657,924 1,657,924

当期変動額合計 － 92,474 92,474 92,474 92,474
当期末残高 71,659,094 1,658,233 1,658,233 73,317,328 73,317,328

（単位：千円）
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Ⅴ．注記表

注記表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

前期（ご参考）
（自 平成27年 6 月 1 日　至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日　至 平成28年 5 月31日）

1.   固定資産の減価償
却の方法

①有形固定資産（信託財産を含む）
　　定額法を採用しております。
　  　なお、有形固定資産の耐用年数は以下のと

おりです。
　　　建物 2～50年
　　　構築物 2～56年
　　　機械及び装置 2～17年
　　　工具、器具及び備品 2～18年
②無形固定資産（信託財産を含む）
　　定額法を採用しております。

①有形固定資産（信託財産を含む）
　　定額法を採用しております。
　  　なお、有形固定資産の耐用年数は以下のと

おりです。
　　　建物 2～50年
　　　構築物 2～56年
　　　機械及び装置 2～17年
　　　工具、器具及び備品 2～18年
②無形固定資産（信託財産を含む）
　　定額法を採用しております。

2.   繰延資産の処理方
法

投資法人債発行費
　  　償還までの期間にわたり定額法により償却

しております。

投資法人債発行費
　  　償還までの期間にわたり定額法により償却

しております。
3.   収益及び費用の計

上基準
固定資産税等の処理方法
　  　保有する不動産等に係る固定資産税、都市

計画税及び償却資産税等については、賦課決
定された税額のうち当期に対応する額を賃貸
事業費用として費用処理する方法を採用して
おります。

　  　なお、不動産等の取得に伴い、精算金とし
て譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相
当額については、賃貸事業費用に計上せず当
該不動産等の取得原価に算入しております。
当期において不動産等の取得原価に算入した
固定資産税等相当額はありません。

固定資産税等の処理方法
　  　保有する不動産等に係る固定資産税、都市

計画税及び償却資産税等については、賦課決
定された税額のうち当期に対応する額を賃貸
事業費用として費用処理する方法を採用して
おります。

　  　なお、不動産等の取得に伴い、精算金とし
て譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相
当額については、賃貸事業費用に計上せず当
該不動産等の取得原価に算入しております。
当期において不動産等の取得原価に算入した
固定資産税等相当額はありません。

4.   その他計算書類作
成のための基本と
なる重要な事項

①  不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法

　  　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しております。

　  　なお、当該勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記しております。

　　⑴信託現金及び信託預金
　　⑵  信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託工具、器具及び備品、信託土地、
信託建設仮勘定

　　⑶信託その他無形固定資産 
　　⑷信託預り敷金及び保証金
②消費税等の処理方法
　  　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

①  不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法

　  　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しております。

　  　なお、当該勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記しております。

　　⑴信託現金及び信託預金
　　⑵  信託建物、信託構築物、信託機械及び装

置、信託工具、器具及び備品、信託土地、
信託建設仮勘定

　　⑶信託その他無形固定資産 
　　⑷信託預り敷金及び保証金
②消費税等の処理方法
　  　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。

〔貸借対照表に関する注記〕

前期（ご参考）
（平成27年11月30日）

当期
（平成28年 5 月31日）

※1. 担保に供している資産及び担保を付している債務
（単位：千円）

　　　担保に供している資産は、以下のとおりです。
　　　　建物 1,802,346
　　　　信託土地 3,127,561
　　　　合計 4,929,908
　　　担保を付している債務は、以下のとおりです。
　　　　預り金 98,716
　　　　預り敷金及び保証金 985,035
　　　　信託預り敷金及び保証金 285,639
　　　　合計 1,369,390

※1. 担保に供している資産及び担保を付している債務
（単位：千円）

　　　担保に供している資産は、以下のとおりです。
　　　　建物 1,740,094
　　　　信託土地 3,127,561
　　　　合計 4,867,656
　　　担保を付している債務は、以下のとおりです。
　　　　預り金 98,716
　　　　預り敷金及び保証金 937,737
　　　　信託預り敷金及び保証金 283,579
　　　　合計 1,320,032

※2. 国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳額
　　　　信託建物 13,238千円

※2. 国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳額
　　　　信託建物 13,238千円

３. 偶発債務
　  　本投資法人の運用資産である「ホテルグレイスリー田

町」の賃借人である藤田観光株式会社より、当該物件の
信託受託者であるみずほ信託銀行株式会社（以下「信託
受託者」といいます。）を通じて、平成25年9月30日以
降の賃料につき現行賃料比約23.5％の減額を主な請求内
容とする賃料減額訴訟の提起を、平成26年10月9日付で
東京地方裁判所において受けました。本投資法人として
は、首都圏における現在のホテル市況や賃料動向等を踏
まえると、当該減額請求は合理的な理由を欠くものと考
えており、信託受託者を通じてその旨を主張してきてお
ります。

　  　本件訴訟は係属中ですが、本投資法人は当該物件にお
ける直近の地価等の経済指標や売上指標及びホテル収支
の改善状況、並びに、本投資法人が取得した平成27年5
月1日時点の賃料鑑定の結果を踏まえ現行賃料を増額す
るべきであるとの判断に至ったことから、信託受託者を
通じて、平成27年7月1日以降の賃料につき現行賃料比
約7.3％の増額を主な請求内容とする反訴を、平成27年
7月6日付で東京地方裁判所において提起しました。

　  　当該賃料減額訴訟及び増額反訴の結果によっては、本
投資法人の業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現
時点でその影響額を予測することはできません。

３. 偶発債務
　  　本投資法人の運用資産である「ホテルグレイスリー田

町」の賃借人である藤田観光株式会社より、当該物件の
信託受託者であるみずほ信託銀行株式会社（以下「信託
受託者」といいます。）を通じて、平成25年9月30日以
降の賃料につき現行賃料比約23.5％の減額を主な請求内
容とする賃料減額訴訟の提起を、平成26年10月9日付で
東京地方裁判所において受けました。本投資法人として
は、首都圏における現在のホテル市況や賃料動向等を踏
まえると、当該減額請求は合理的な理由を欠くものと考
えており、信託受託者を通じてその旨を主張してきてお
ります。

　  　本件訴訟は係属中ですが、本投資法人は当該物件にお
ける直近の地価等の経済指標や売上指標及びホテル収支
の改善状況、並びに、本投資法人が取得した平成27年5
月1日時点の賃料鑑定の結果を踏まえ現行賃料を増額す
るべきであるとの判断に至ったことから、信託受託者を
通じて、平成27年7月1日以降の賃料につき現行賃料比
約7.3％の増額を主な請求内容とする反訴を、平成27年
7月6日付で東京地方裁判所において提起しました。

　  　当該賃料減額訴訟及び増額反訴の結果によっては、本
投資法人の業績に影響を及ぼす可能性がありますが、現
時点でその影響額を予測することはできません。

※4.   投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定
める最低純資産額

 50,000千円

※4.   投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定
める最低純資産額

 50,000千円
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Ⅴ．注記表

〔金融商品に関する注記〕
前期（ご参考）（自 平成27年6月1日　至 平成27年11月30日）
① 金融商品の状況に関する事項

A. 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、安定した収益の確保及び運用資産の着実な成長を目的として借入れ又は投資法人債の発行を行うこと
としております。
　余資の運用については、積極的な運用益の獲得を目的とした投資は行わないものとし、安全性、換金性を重視して投
資を行うものとしております。
　なお、デリバティブ取引については借入金の金利変動等のリスクをヘッジすることを目的としてのみ行うこととして
おります。

B. 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入れ及び投資法人債の発行によって調達した資金の使途は、主に不動産及び不動産信託受益権の取得並びに既存の
借入れのリファイナンスです。
　借入金のうち、変動金利の借入金については金利変動リスクに晒されておりますが、長期固定金利による借入れの比
率を高位に保つことにより、金利変動の影響を限定しております。
　借入金、投資法人債並びに預り敷金及び保証金は流動性リスクに晒されておりますが、資産運用会社が資金繰り表を
作成するとともに、手許流動性を維持することにより、流動性リスクを管理しております。

C. 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお
ります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。

② 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年11月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。なお、時価を把
握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 4,013,423 4,013,423 －
（2）信託現金及び信託預金 8,103,792 8,103,792 －
資産合計 12,117,215 12,117,215 －

（3）1年内償還予定の投資法人債 6,000,000 6,049,800 49,800
（4）1年内返済予定の長期借入金 1,000,000 1,000,416 416
（5）預り金 260,581 260,065 △516
（6）長期借入金 54,900,000 55,732,090 832,090
（7）預り敷金及び保証金 591,305 569,578 △21,726
（8）信託預り敷金及び保証金 195,524 157,613 △37,911
負債合計 62,947,411 63,769,562 822,151

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項
（1）現金及び預金（2）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（4）1年内返済予定の長期借入金（6）長期借入金
　  これらの時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。また、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。

（5）預り金（7）預り敷金及び保証金（8）信託預り敷金及び保証金
　  これらの時価については、将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。
（3）1年内償還予定の投資法人債
　時価については、金融データ提供会社による公表参考値によっております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額
預り敷金及び保証金 688,280
信託預り敷金及び保証金 5,775,682

預り敷金及び保証金、信託預り敷金及び保証金
　上記貸借対照表計上額については、返還予定時期等を見積もることが困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。

〔損益計算書に関する注記〕

前期（ご参考）
（自 平成27年 6 月 1 日　至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日　至 平成28年 5 月31日）

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　A. 不動産賃貸事業収益
 　賃貸事業収入
 　　賃貸収入 4,379,483
 　　水道光熱費収入 266,058
 　　その他賃貸事業収入 230,190
 　　不動産賃貸事業収益合計 4,875,732
　B. 不動産賃貸事業費用
 　賃貸事業費用
 　　委託管理料 347,116
 　　水道光熱費 359,597
 　　支払賃借料 65,221
 　　広告宣伝費 34,723
 　　修繕費 83,934
 　　損害保険料 15,769
 　　公租公課 568,926
 　　減価償却費 969,266
 　　その他賃貸事業費用 26,728
 　　不動産賃貸事業費用合計 2,471,284
　C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 2,404,448

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　A. 不動産賃貸事業収益
 　賃貸事業収入
 　　賃貸収入 4,331,142
 　　水道光熱費収入 223,579
 　　その他賃貸事業収入 240,840
 　　不動産賃貸事業収益合計 4,795,562
　B. 不動産賃貸事業費用
 　賃貸事業費用
 　　委託管理料 345,311
 　　水道光熱費 301,966
 　　支払賃借料 65,224
 　　広告宣伝費 42,202
 　　修繕費 101,830
 　　損害保険料 15,438
 　　公租公課 560,408
 　　減価償却費 927,301
 　　その他賃貸事業費用 27,829
 　　不動産賃貸事業費用合計 2,387,514
　C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 2,408,048

－ ※2. 不動産等売却益の内訳
（単位：千円）

　リッチモンドホテル浜松
　　　不動産等売却収入 2,200,000
　　　不動産等売却原価 1,452,180
　　　その他売却費用 15,853
　　　　不動産等売却益 731,966

－ ※3. 不動産等売却損の内訳
（単位：千円）

　難波阪神ビル
　　　不動産等売却収入 3,230,000
　　　不動産等売却原価 3,835,267
　　　その他売却費用 27,885
　　　　不動産等売却損 633,153

〔投資主資本等変動計算書に関する注記〕

前期（ご参考）
（自 平成27年 6 月 1 日　至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日　至 平成28年 5 月31日）

1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
 発行可能投資口総口数 10,000,000口
 発行済投資口の総口数 597,500口

1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
 発行可能投資口総口数 10,000,000口
 発行済投資口の総口数 597,500口
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Ⅴ．注記表

（5）長期借入金
　  時価については、元利金の合計額を残存期間に対応した新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっ

ております。また、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額
 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額
預り敷金及び保証金 707,575
信託預り敷金及び保証金 5,469,110

預り敷金及び保証金、信託預り敷金及び保証金
　上記貸借対照表計上額については、返還予定時期等を見積もることが困難と認められることから、時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 10,465,882 － － － － －
信託現金及び信託預金 7,481,618 － － － － －
合計 17,947,501 － － － － －

（注4）借入金及び投資法人債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

投資法人債 6,000,000 － － － － －
長期借入金 － 9,000,000 7,000,000 5,500,000 9,000,000 25,400,000
合計 6,000,000 9,000,000 7,000,000 5,500,000 9,000,000 25,400,000

〔税効果会計に関する注記〕

前期（ご参考）
（平成27年11月30日）

当期
（平成28年 5 月31日）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

　（繰延税金資産）
　　未払事業税損金不算入額 20
　　繰延税金資産合計 20
　　繰延税金資産の純額 20

2.   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳

（単位：％）
　法定実効税率 32.27
　（調整） 
　　支払分配金の損金算入額 △32.24
　　その他 0.06
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.09

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

　（繰延税金資産）
　　未払事業税損金不算入額 19
　　繰延税金資産合計 19
　　繰延税金資産の純額 19

2.   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳

（単位：％）
　法定実効税率 31.69
　（調整） 
　　支払分配金の損金算入額 △31.67
　　その他 0.07
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.09

3.   法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金
負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第
15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年3月31日に公布され、
平成28年4月1日以後に開始する営業期間から法人税率
等の引下げが行われることになりました。これに伴い、
平成28年11月期（第23期）以降に解消が見込まれる一
時差異については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用される法定実効税率が従来の32.27％から
31.69％に変更されます。
　なお、この税率の変更による影響額は軽微です。

（注3）金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 4,013,423 － － － － －
信託現金及び信託預金 8,103,792 － － － － －
合計 12,117,215 － － － － －

（注4）借入金及び投資法人債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

投資法人債 6,000,000 － － － － －
長期借入金 1,000,000 7,000,000 3,000,000 11,500,000 5,000,000 28,400,000
合計 7,000,000 7,000,000 3,000,000 11,500,000 5,000,000 28,400,000

当期（自 平成27年12月1日　至 平成28年5月31日）
① 金融商品の状況に関する事項

A. 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、安定した収益の確保及び運用資産の着実な成長を目的として借入れ又は投資法人債の発行を行うこと
としております。
　余資の運用については、積極的な運用益の獲得を目的とした投資は行わないものとし、安全性、換金性を重視して投
資を行うものとしております。
　なお、デリバティブ取引については借入金の金利変動等のリスクをヘッジすることを目的としてのみ行うこととして
おります。

B. 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入れ及び投資法人債の発行によって調達した資金の使途は、主に不動産及び不動産信託受益権の取得並びに既存の
借入れのリファイナンスです。
　借入金のうち、変動金利の借入金については金利変動リスクに晒されておりますが、長期固定金利による借入れの比
率を高位に保つことにより、金利変動の影響を限定しております。
　借入金、投資法人債並びに預り敷金及び保証金は流動性リスクに晒されておりますが、資産運用会社が資金繰り表を
作成するとともに、手許流動性を維持することにより、流動性リスクを管理しております。

C. 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお
ります。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額
が異なることもあります。

② 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年5月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。なお、時価を把
握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 10,465,882 10,465,882 －
（2）信託現金及び信託預金 7,481,618 7,481,618 －
資産合計 17,947,501 17,947,501 －

（3）1年内償還予定の投資法人債 6,000,000 6,027,000 27,000
（4）預り金 228,564 228,128 △435
（5）長期借入金 55,900,000 57,422,768 1,522,768
（6）預り敷金及び保証金 544,007 531,060 △12,946
（7）信託預り敷金及び保証金 180,131 150,981 △29,150
負債合計 62,852,702 64,359,939 1,507,236

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項
（1）現金及び預金（2）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（3）1年内償還予定の投資法人債
　  時価については、金融データ提供会社による公表参考値によっております。

（4）預り金（6）預り敷金及び保証金（7）信託預り敷金及び保証金
　  これらの時価については、将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。
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Ⅴ．注記表

〔賃貸等不動産に関する注記〕
前期（ご参考）（自 平成27年6月1日　至 平成27年11月30日）
　本投資法人は、関西圏その他の地域において、賃貸商業用施設や賃貸事務所用施設等を保有しております。これらの賃貸
等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 期末時価期首残高 期中増減額 期末残高

132,019,763 △860,792 131,158,971 139,638,000
（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）   賃貸等不動産の期中増減額のうち、主な減少額は減価償却費の計上によるものです。
（注3） 期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額に基づく評価額を記載しております。

　また、賃貸等不動産に関する損益は以下のとおりです。
 （単位：千円）

損益計算書における金額
不動産賃貸事業収益 不動産賃貸事業費用 不動産賃貸事業損益

4,875,732 2,471,284 2,404,448
（注）  不動産賃貸事業収益及び不動産賃貸事業費用は、賃貸事業収入とこれに対応する費用（減価償却費、委託管理料、水道光熱費、公租公

課等）であり、それぞれ「賃貸事業収入」及び「賃貸事業費用」に計上されております。

当期（自 平成27年12月1日　至 平成28年5月31日）
　本投資法人は、関西圏その他の地域において、賃貸商業用施設や賃貸事務所用施設等を保有しております。これらの賃貸
等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 期末時価期首残高 期中増減額 期末残高

131,158,971 △5,953,104 125,205,866 137,839,000
（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）   賃貸等不動産の期中増減額のうち、主な減少額は難波阪神ビル（3,835,267千円）及びリッチモンドホテル浜松（1,452,180千円）

の売却、減価償却費の計上によるものです。
（注3） 期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額に基づく評価額を記載しております。

　また、賃貸等不動産に関する損益は以下のとおりです。
 （単位：千円）

損益計算書における金額
不動産賃貸事業収益 不動産賃貸事業費用 不動産賃貸事業損益

4,795,562 2,387,514 2,408,048
（注）  不動産賃貸事業収益及び不動産賃貸事業費用は、賃貸事業収入とこれに対応する費用（減価償却費、委託管理料、水道光熱費、公租公

課等）であり、それぞれ「賃貸事業収入」及び「賃貸事業費用」に計上されております。

〔関連当事者との取引に関する注記〕
前期（ご参考）

（自 平成27年 6 月 1 日　至 平成27年11月30日）

属性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の
所有口数
割合（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

利害関係人等 阪急電鉄株式会社 鉄道業 3.51 賃貸収入 1,211,817 － －

利害関係人等 阪急阪神ビル
マネジメント株式会社

不動産
管理業 － 委託管理料 302,756 営業未払金 61,992

資産保管会社 三菱UFJ信託銀行
株式会社 信託銀行業 －

1年内返済予定の
長期借入金の返済 － 1年内返済予定の

長期借入金 1,000,000

長期借入金の借入 － 長期借入金 10,700,000
支払利息 61,933 未払費用 31,379

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税額は含まれておりませんが、期末残高には含まれております。
（注2）取引条件の決定方法等
 市場の実勢に基づいて決定しております。

当期
（自 平成27年12月 1 日　至 平成28年 5 月31日）

属性 会社等の名称 事業の内容
又は職業

投資口の
所有口数
割合（％）

取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

利害関係人等 阪急電鉄株式会社 鉄道業 3.51 賃貸収入 1,211,817 － －

利害関係人等 阪急阪神ビル
マネジメント株式会社

不動産
管理業 － 委託管理料 300,170 営業未払金 53,996

資産保管会社 三菱UFJ信託銀行
株式会社 信託銀行業 －

1年内返済予定の
長期借入金の返済 1,000,000 1年内返済予定の

長期借入金 －

長期借入金の借入 1,000,000 長期借入金 11,700,000
支払利息 60,101 未払費用 28,398

（注1）上記金額のうち、取引金額には消費税額は含まれておりませんが、期末残高には含まれております。
（注2）取引条件の決定方法等
 市場の実勢に基づいて決定しております。

〔1口当たり情報に関する注記〕
前期（ご参考）

（自 平成27年 6 月 1 日　至 平成27年11月30日）
当期

（自 平成27年12月 1 日　至 平成28年 5 月31日）
（単位：円）

1口当たり純資産額 122,552
1口当たり当期純利益 2,619

（単位：円）
1口当たり純資産額 122,706
1口当たり当期純利益 2,774

（注1）  1口当たり当期純利益については、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しております。
また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載しておりません。

（注2）1口当たり当期純利益算定上の基礎は以下のとおりです。
前期（ご参考）

（自 平成27年 6 月 1 日　至 平成27年11月30日）
当期

（自 平成27年12月 1 日　至 平成28年 5 月31日）
当期純利益（千円） 1,565,338 1,657,924
普通投資主に帰属しない金額（千円） － －
普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,565,338 1,657,924
期中平均投資口数（口） 597,500 597,500

〔重要な後発事象に関する注記〕
前期（ご参考）（自 平成27年6月1日　至 平成27年11月30日）
　該当事項はありません。

当期（自 平成27年12月1日　至 平成28年5月31日）
　資産の取得
　　本投資法人は、規約に定める資産運用の基本方針等に基づき、自己資金により、以下の資産を取得いたしました。
　　物件名称　 ：KOHYO小野原店（コーヨー小野原店）
　　資産の種類 ：所有権
　　取得価格　 ：1,631,000,000円（取得諸経費、固定資産税、都市計画税及び消費税等を除きます。）
　　取得日　　 ：平成28年7月1日
　　所在地　　 ：大阪府箕面市
　　取得先　　 ：阪神電気鉄道株式会社
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Ⅵ．金銭の分配に係る計算書 Ⅶ．会計監査人の監査報告書

金銭の分配に係る計算書

前期（ご参考）
（自 平成27年 6 月 1 日

至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日

至 平成28年 5 月31日）

Ⅰ当期未処分利益
Ⅱ分配金の額
　（投資口1口当たり分配金の額）
Ⅲ次期繰越利益

（単位：円）
1,565,759,303
1,565,450,000

（2,620）
309,303

（単位：円）
1,658,233,754
1,658,062,500

（2,775）
171,254

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第36条⑴に定める分
配方針に基づき、分配金の額は利益の金
額を限度とし、かつ租税特別措置法第67
条の15に規定されている本投資法人の配
当可能利益の額の100分の90に相当する
金額を超えるものとしています。かかる
方針により、当期未処分利益を超えない
額で発行済投資口の総口数597,500口の
整数倍の最大値となる1,565,450,000円
を利益分配金として分配することといた
しました。なお、本投資法人の規約第36
条⑵に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。

　本投資法人の規約第36条⑴に定める分
配方針に基づき、分配金の額は利益の金
額を限度とし、かつ租税特別措置法第67
条の15に規定されている本投資法人の配
当可能利益の額の100分の90に相当する
金額を超えるものとしています。かかる
方針により、当期未処分利益を超えない
額で発行済投資口の総口数597,500口の
整数倍の最大値となる1,658,062,500円
を利益分配金として分配することといた
しました。なお、本投資法人の規約第36
条⑵に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。
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Ⅷ．キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕（参考情報）
前期

（自 平成27年 6 月 1 日
至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日

至 平成28年 5 月31日）
キャッシュ・フロー
計算書における資金

（現金及び現金同等
物）の範囲

　手許現金及び信託現金、随時引出し可能な預
金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から3か月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。

　手許現金及び信託現金、随時引出し可能な預
金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から3か月以内に償還期限の到来する短
期投資からなっております。

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕（参考情報）
前期

（自 平成27年 6 月 1 日
至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日

至 平成28年 5 月31日）
※1.   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係
（平成27年11月30日現在）

（単位：千円）
　現金及び預金 4,013,423
　信託現金及び信託預金 8,103,792
　現金及び現金同等物 12,117,215

※1.   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ
れている科目の金額との関係

（平成28年5月31日現在）
（単位：千円）

　現金及び預金 10,465,882
　信託現金及び信託預金 7,481,618
　現金及び現金同等物 17,947,501

キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
（単位：千円）

前期
（自 平成27年 6 月 1 日

至 平成27年11月30日）

当期
（自 平成27年12月 1 日

至 平成28年 5 月31日）
営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,566,768 1,659,342
減価償却費 969,266 927,301
投資法人債発行費償却 3,223 3,223
固定資産除却損 － 249
受取利息 △934 △1,069
未払分配金戻入 △987 △944
支払利息 331,477 326,995
営業未収入金の増減額（△は増加） 833 △1,044
貯蔵品の増減額（△は増加） △112 △791
預け金の増減額（△は増加） 9,873 21,559
前払費用の増減額（△は増加） 106,722 △9,437
営業未払金の増減額（△は減少） 126,393 △133,513
未払費用の増減額（△は減少） 172 △60
未払消費税等の増減額（△は減少） △22,341 271,119
前受金の増減額（△は減少） 33,501 △61,602
預り金の増減額（△は減少） △157 178
有形固定資産の売却による減少額 － 5,287,447
小計 3,123,700 8,288,952
利息の受取額 934 1,069
利息の支払額 △335,272 △329,905
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,692 △1,391
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,787,669 7,958,725 

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △173,773 △182,048
無形固定資産の取得による支出 － 113
預り敷金及び保証金の返還による支出 △217,685 △453,967
預り敷金及び保証金の受入による収入 58,819 71,804
投資活動によるキャッシュ・フロー △332,638 △564,099 

財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入れによる収入 1,200,000 1,000,000
長期借入金の返済による支出 △1,200,000 △1,000,000
分配金の支払額 △1,534,338 △1,564,340
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,534,338 △1,564,340

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 920,692 5,830,285
現金及び現金同等物の期首残高 11,196,523 12,117,215
現金及び現金同等物の期末残高  ※1 12,117,215  ※1 17,947,501
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②

③

⑤

④

⑥

①

（100％出資）

（100％出資）

一般事務受託者・資産保管会社
投資主名簿等管理人
特別口座の管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

本投資法人

阪急リート投資法人

本資産運用会社
阪急リート投信株式会社

投資法人債に関する一般事務受託者
株式会社三井住友銀行

不動産情報提供会社
阪急電鉄株式会社
阪急不動産株式会社

阪急インベストメント・パートナーズ株式会社

投資主総会

役員会

会計監査人
有限責任あずさ監査法人

執行役員 ： 白木　義章
監督役員 ： 宇多　民夫
監督役員 ： 堀之内清孝

特定関係法人
（本資産運用会社の親会社）

阪急電鉄株式会社

特定関係法人
（本資産運用会社の親会社）
ブランド・ライセンス会社

阪急阪神ホールディングス株式会社

①資産運用委託契約
②一般事務委託契約
　資産保管業務委託契約
　投資口事務代行委託契約
　特別口座の管理に関する契約
③商標使用許諾契約
④情報共有等に係る協定書
⑤財務代理契約
⑥資産の一部の譲渡契約及び賃貸借契約

（注） 比率とは、発行済株式総数に対する所有株式数の比率をいいます。

名　称 住　所 所有株式数（株） 比　率（％）（注）

阪急電鉄株式会社

：〒530-0013　大阪市北区茶屋町19番19号　アプローズタワー19階
　06-6376-6821（代表）
：3億円
：金融商品取引法に基づく投資運用業及び投資信託及び投資法人に関する法律に基づく特定投資運用行為
：平成16年 3 月15日  阪急リート投信株式会社設立
平成16年 4 月28日  宅地建物取引業免許取得（免許証番号 大阪府知事（3）第50641号 平成26年4月28日免許証更新）
平成16年 9 月 1 日  宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可取得（国土交通大臣認可第23号）
平成16年11月 4 日  投資信託委託業者に係る業務認可取得（内閣総理大臣第34号）
平成18年 8 月24日  業務の方法の変更の認可取得
平成19年11月30日  金融商品取引業登録（近畿財務局長（金商）第44号）

大阪市北区芝田一丁目16番1号 6,000 100

●

●

●

●

所 在 地

資本の額
事業の内容
沿 革

● 資産運用会社組織図

● 株主の状況

コンプライアンス・オフィサー（委員長）、代表取締役社長、
常勤取締役、外部専門家2名を委員とし、コンプライアン
スに関する事項、利益相反取引の承認等に関する審議・
決定を行います。コンプライアンス・オフィサー及び外部
専門家2名を含む委員の4分の3以上が出席することによ
り成立し、上記の決定は出席委員全員の賛成により行われ
ます。なお、監査役、委員長の推薦に基づき本委員会にお
いて承認を受けた者はオブザーバーとして委員会に出席
し、意見を述べることができます。

代表取締役社長（委員長）、常勤取締役、これに準ずる取
締役（コンプライアンス・オフィサーを除く）、各部室部室
長（ただし、常勤取締役、これに準ずる取締役又はコンプ
ライアンス部長以外の者）を委員とし、運用ガイドライン
の策定及び変更、資産運用計画の策定・変更、不動産
関連資産の取得・処分、資金調達等に関して審議・決定
を行います。（コンプライアンス・オフィサーの同席を必要
とします。）

※1

※2

株主総会

取締役会

代表取締役社長

監査役

コンプライアンス委員会※1

投資運用委員会※2コンプライアンス部

内部監査部

投資企画部 投資運用第一部 ＩＲ・広報部投資運用第二部 経営管理部

　本投資法人の投資証券が上場された平成17年10月26日から平成28年5月31日までの東京証券取引所における本投資
法人の投資口価格及び売買高の推移は以下のとおりです。（投資口価格については終値ベースで記載しております。）

平成20年
5月末

平成23年
5月末

平成25年
5月末

平成26年
5月末

平成28年
5月末

平成27年
5月末

平成24年
5月末

平成22年
5月末

平成21年
5月末

平成19年
5月末

平成18年
5月末

平成17年
10月26日

売買高（口）

0

時 価 総 額
最 高 価 格
最 低 価 格

： 80,124百万円 （平成28年5月31日現在）
： 276,000円
： 65,000円

投資口価格（円）

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

売買高（口） 投資口価格（円）

0

（注）投資口価格及び売買高は、平成26年12月1日に行った投資口分割(5分割)を考慮し、平成26年11月25日以前の数値を修正しております。

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

75,000

80,000

0 20 40 60 80 100
（%）

所有者別投資口数
合計 597,500口

所有者別投資主数
合計 13,775人

個人・その他
156,716口（26.23%）

外国法人等・個人
40,401口（6.76%）

その他の国内法人
56,310口（9.42%）

金融機関（証券会社含む）
344,073口（57.59%）

個人・その他
13,320人（96.70%）

外国法人等・個人
108人（0.78%）

その他の国内法人
237人（1.72%）

金融機関（証券会社含む）
110人（0.80%）

投資主インフォメーション
投資法人の仕組み

資産運用会社（阪急リート投信株式会社）の概要

■ 投資口価格の推移

■ 投資主の構成（平成28年5月31日時点）

投資口の状況
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■決算月 ■決算発表 ■資産運用報告発送
■分配金支払開始

■決算月 ■決算発表 ■資産運用報告発送
■分配金支払開始

11月 1月 2月5月 7月 8月

決算期 毎年5月末日・11月末日

投資主総会 原則として2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 規約第16条に定める日

分配金支払確定基準日 毎年5月末日・11月末日

上場証券取引所 東京証券取引所（銘柄コード：8977）

公告掲載新聞 日本経済新聞

 大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
 （TEL フリーダイヤル：0120-094-777）

投資主名簿等管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

同事務取扱場所

投資主インフォメーション
決算スケジュール

① 受取期間内の場合
「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行・郵便局にお持ちいただくことで、お受取りいただけます。なお、口座振込をご
指定の方は、「分配金計算書」及び「「投資主分配金振込先ご確認」のご案内」をお送りしましたので、ご確認下さい。
分配金のお受取りにつきまして、銀行振込のご指定等の手続きをご希望の方は、お取引証券会社にお問合せ下さい。ゆ
うちょ銀行口座への振込もお選びいただけるようになっております。
分配金の口座振込をご指定の方と同様に、「分配金領収証」により分配金をお受取りになられる投資主様宛にも「分配金
計算書」を同封いたしております。分配金をお受取りになった後の分配金額のご確認や確定申告の添付書類としてご使
用いただけます。（分配金のお受取り方法が株式数比例配分方式の場合は、お取引証券会社にお問合せ下さい。）

② 受取期間を過ぎた場合
「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部へご郵送いただくか、同銀行の本支
店窓口にてお受取り下さい。

分配金の受取について

①住所変更等各種お手続きにつきましては、原則、口座を
開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ること
となっております。口座を開設されている証券会社等に
お問合せ下さい。

②特別口座の投資口に関する各種お手続きにつきまして
は、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっております
ので、右記特別口座管理機関にお問合せ下さい。なお、三
菱UFJ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

特別口座の
口座管理機関

連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社

〒541-8502　
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　
大阪証券代行部
TEL  フリーダイヤル：0120-094-777

住所、氏名、届出印等の変更手続きについて

投資主メモ

投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内
市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出いただく必要がございます。

法令に定められたとおり、支払調書には投資主様のマイ
ナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

投資口関係業務におけるマイナンバーの利用 【マイナンバーのお届出に関する問合せ先】
■ 証券口座にて投資口を管理されている投資主様

➡ お取引の証券会社までお問合せ下さい。
■ 証券会社とのお取引がない投資主様

➡ 下記フリーダイヤルまでお問合せ下さい。
三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

（0120-094-777）

＊配当金に関する支払調書支払調書

阪急リート投資法人のウェブサイトでは、迅速かつ正確な情報開示
に努めております。

投資法人の概要、特色、不動産ポートフォリオ（物件写真、地図、稼働
率の推移等）に加え、プレスリリース、分配金に関する情報、決算情報、
各種ディスクロージャー資料等を掲載しております。

今後も継続して、迅速かつ正確な情報開示に努めてまいります。

http://www.hankyu-reit.jp/

ポートフォリオ構築方針 ポートフォリオ一覧

ウェブサイトのご案内

※写真は2016年版です。お送りするカレンダーは2017年版で、写真とは異なります。

投資主アンケート実施のお知らせ
本投資法人のIR活動（投資家への広報活動）の向上を目指して、投資主アンケートを実施いたします。お手数ではござい

ますが、本資産運用報告に同封のアンケートハガキにて、アンケートへのご協力をお願いいたします。アンケート実施期
間は、本資産運用報告がお手元に到着してから、約2ヵ月間（平成28年10月31日まで）となりますので、お早めのご回答を
お願いいたします。
※ご提供いただく個人情報は、景品の発送のみに利用させていただきます。
※本アンケートの集計は、株式会社プロネクサスに委託いたしますので、ご提供いただく個人情報は同社も取り扱うことになります。
※「個人情報の取扱いについて」は本投資法人の資産運用会社である阪急リート投信株式会社のウェブサイト（http://www.hankyu-rt.jp/）をご覧下さい。

アンケートにご回答いただいた方のなかから抽選で合計600名の方に、阪急阪神ホールディングスグループの
2017年版カレンダー、又はHEPファイブ（本投資法人保有物件）の観覧車ペア搭乗券をお送りいたします。
なお、当選の発表は景品の発送をもって代えさせていただきます。

Ⓒ宝塚歌劇団

宝塚卓上
カレンダー
（80名） 

Ⓒ阪神タイガース

 阪神タイガース
カレンダー
（80名） 

阪急電鉄
カレンダー
（200名） 

HEPファイブの
観覧車ペア搭乗券

（90名） 

Ⓒ宝塚歌劇団

宝塚ステージ
カレンダー
（150名） 

今回より新たに「宝塚卓上カレンダー（A5版）」が加わり、 
景品の合計数が前回の400個から600個になりました。

51 50


